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（要旨） 

○2017年度の公共投資は微増に留まりそうだ。2016年には「未来への投資を実現する経済対策」が策定さ

れ、その真水分にあたる第２次補正予算では 2.8兆円の建設投資が追加された。これが 17年度に繰り越

されることで公共投資を大きく押し上げると考えられたが、実際の増加は僅かに留まっている。 

 

○その理由は一般会計の外、東日本大震災復興特別会計にあるようだ。関連需要が一巡するもとで、東北

地方の公共投資額は減少傾向にある。先を見据えると、2018年度の復興予算も縮小傾向にあるほか、一

般会計における 2017年度補正の小規模化も重なる。2018年度の公共投資は減少が見込まれ、2018年度

ＧＤＰの押し下げ要因となろう。 

 

○思いの外増えなかった 2017年度の公共投資 

 先般公表された 17年 10-12月期ＧＤＰ１次速報によれば、実質公的固定資本形成は前期比▲0.5％の減少

であった。同項目は、４－６月期に同＋4.7％と高い伸びになった後、２四半期連続のマイナスとなっている。 

 過去、2017年度の公的固定資本形成は＋４％程度の伸びが見込まれていた。それは、2016年の夏に策定さ

れた「未来への投資を実現する経済対策」の効果が発現するためである1。この対策を実施するために策定さ

れた 2016年度の第２次補正予算では、

追加歳出 4.1兆円、うち建設投資 2.8

兆円が計上された。資料１は日本経済

研究センターの ESPフォーキャスト調

査のデータを基に、同項目のエコノミ

ストのコンセンサス推移をみたものだ。

この対策が策定された 2016年 8月～9

月にかけて、民間エコノミストのコン

センサスも上方改定が進んだ。しかし

その後の予測値は低下、経済対策効果

がはっきりと顕れた 2017年４-６月期

のＧＤＰ公表後（2017年 8月）には一

時的に再び４％台に戻ったが、直近調

査の２月調査におけるコンセンサス予

測は１％強まで下方修正されている。 

 

                             
1 年度途中で成立する補正予算の場合、予算の消化（建設工事の進捗）が年度内に完了せず、翌年度に繰り越されるケースが

多い。進捗ベースのＧＤＰでも、補正予算の効果は翌年度に顕れることが多い。 

資料１．調査時点別・2017年度の実質公的固定資本形成伸び率/民

間エコノミストの予測の平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」 
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○復興需要の一巡がオフセット 

 思いの外伸びなかった公共投資の背景には何があるのか。結論から述べると、経済対策の効果が出ていな

いという訳ではなく、東日本大震災の復興関連事業の減少が、補正予算の増加分を相殺していると考えてい

る。数字で確認していこう。資料２は内閣府の公表している地域別支出総合指数の公的固定資本形成の値を

みたものだ。2012年以降、復興需要の本格化とともに東北地方の数値が上昇しているが、2015年ごろをピー

クに減少傾向に入っていることがわかる。 

 次に、復興庁資料を基に除染関連の予算額の推移を確認すると、2016年度をピークに減少に転じている

（資料３）。ＳＮＡ（国民経済計算）上では公的固定資本に計上されると考えられる「中間貯蔵施設の整備」

が大きく減少しているのが主因だ。資料４では、公共工事の請負契約の金額（2017年 4月～2018年 1月まで

の累計値の前年差）を地域別にみている。最も減少寄与となっているのが福島県(前年同期差▲2,382億円)

であり、出典元によれば環境省所管の福島地方環境事務所の契約額が大きく減少している（同▲1,294億

円）。福島地方環境事務所は除染や中間貯蔵施設を所管しており、関連する事業の減少が同統計に表れてい

ると考えられる。 

 再度、資料４で地域別の公共工事額をみると、東京の工事請負金額は同＋1,054億円増加している。2016

年の経済対策には東京オリンピック・パラリンピックの競技施設整備や、羽田空港の機能強化、鉄道駅のバ

リアフリー化などが盛り込まれている。東京都の公共投資の増加は、経済対策実施によるものと考えられる。 

 2017年度公共投資は、経済対策の効果を背景に東京を中心に増加したものの、東日本大震災の復興需要の

一巡がそれを相殺し増加幅は小幅にとどまっていると考えられる。 

 

 

資料２．地域別・公的固定資本形成の推移       資料３．除染関連予算の推移（当初ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）内閣府「地域別支出総合指数（RDEI）」      （出所）財務省・復興庁より作成。 

（注）季節調整値の３ヶ月移動平均。 
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資料４．地域別・公共工事請負金額（前年同期との差・2017年 4月～2018年 1月までの累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）公共工事保証会社３社 

 

○2018年度も復興予算は減少へ 

 復興工事が一巡するもと、昨年末に策定した

2018年度予算においても、復興関連予算は減少

している。財務省の予算資料を基に、復興関連

の予算が計上される「東日本大震災復興特別会

計」の公共投資額（災害復旧＋一般公共事業＋

施設）の推移をみたものが資料５だ。当初予算

額は 17年・18年と２年連続で減少しており、

復興事業の減少が続くことを示唆している。復

興庁の公表する「復興の現状」によれば、計画

されている工事のうち、道路や土地区画整理、

海岸対策などが実施されている中にあるが、水

道施設など工事が概ね完了しているものも数多

い（資料６）。  

一般会計においても、１月に成立した 2017

年度の補正予算の建設投資額は 1.2兆円と 2016

年の経済対策（2.8兆円）を下回る規模となっ

ている。一般予算・復興予算の動向を踏まえれ

ば、2018年度の公共投資は減少に転じることが

予想され、ＧＤＰの押し下げ要因となる公算が

大きいと言えるだろう。 

資料５．東日本大震災復興特別会計・公共事業等の予算・

決算額（災害復旧＋一般公共事業＋施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）前年度からの繰越額は 17年までの実績。 

（出所）財務省・復興庁より作成。 
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資料６．復興の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）項目によって算定時点が異なる。 

（出所）復興庁「復興の現状」（2017年 11月） 

復興の現状 当初の被害など

避難者数 約8万人 発災３日目：約47万人
がれき処理 100％完了（除く福島県） 災害廃棄物約2000万ｔ、津波堆積物1100万ｔ
海岸対策 92％着工・44％完了 被災した地区海岸数500
海岸防災林の再生 98％着工・45％完了 当初の要復旧延長防災林164ｋｍ
河川対策 100％完了 被災した河川管理施設の箇所数2,115
水道施設 97％完了 災害査定事業実施数184
災害廃棄物の処理 100％完了 処理した災害廃棄物1843万ｔ
災害公営住宅 85％整備完了 計画戸数30553戸
土地区画整理事業 100％着工、34％完了 計画地区数50
医療施設 97％復旧 受入制限・不可を行った病院数182
学校施設 98％復旧 災害復旧事業申請学校数2341
道路 100％着工・49％完了 570ｋｍの延長を計画
鉄道 97％運行再開 被災した路線2330.1ｋｍ
港湾 100％着工・98％完了 被災した港湾施設131
農地 84％復旧 津波被災のうち面積19960ha
漁港 86％の漁港が全機能回復 被災した漁港数319
養殖施設 100％復旧 養殖業再開希望者の施設数68893
除染（国直轄） 除染特別地域の除染が完了 対象市町村数11
除染（市町村） 日常生活の場の除染が概ね完了 要除染市町村数92
中間貯蔵施設への輸送 2016年度までに約23万㎥を輸送済減量化後の汚染土壌等1,600～2,200万㎥（推計）


